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１ 指定都市の「平成 25年度国の施策及び予算に関する提案  

（通称：白本）」について 

 

 
(1) 「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」とは 

「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」とは、大都市行政を推進する上で、国の

理解・協力を得なければならない指定都市共通の事項についての提案書です。 

政府予算案への反映に向けて、関係府省及び政党に対し、各市市長及び議長による要請行動

を実施しています。 

 

 

(2) 平成 24 年度白本（平成 23 年度作成分）について 

 

ア 要望実績 

期日 要望先 要望者 期日 要望先 要望者 

７月28日 自由民主党 堺 市 市長、議長 ７月28日 厚生労働省 札幌市 市長 

７月28日 みんなの党 広島市 市長、議長 ７月29日 公明党 岡山市 市長、議長 

７月28日 社会民主党 北九州市 議長、副市長 ８月５日 総務省 神戸市 市長 

７月28日 民主党 横浜市 市長、副議長    

 

イ 提案事項等 

〇 東日本大震災への対応及び震災対策に係る要請・提案事項  ： 10 項目 

〇 税財政・大都市制度に関する提案事項           ：  5 項目 

〇 個別行政分野に関する提案事項              ：  9 項目 

 

 

(3) 今後の進め方 

今年度の白本のとりまとめ幹事市は、相模原市となります。 

また、今年度の白本については、次のスケジュールに基づき、進めていく予定です。 

６月～７月上旬 

〇 提案書案の協議・全体調整 

（各市の企画・財政担当合同会議［課長級・局長級］） 

〇 大都市行財政制度特別委員会に報告 

７月中旬 〇 提案書の確定（各市長・議長決裁） 

７月下旬～ 〇 市長・議長による要請行動 

 

 

【参考資料】 

参考資料：平成 24 年度国の施策及び予算に関する提案 
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２ 指定都市の「平成 24 年度大都市財政の実態に即応する財源

の拡充についての要望（通称：青本）」の成果について 
 

 

(1) 「青本」による要望 
 
  ア 議長・市長による要望 

要 望 月 日 要   望   先 幹 事 市 

１０月１８日 総務省・財務省 さ い た ま 市 
 
 

イ 幹事市の税財政関係特別委員長による要望 

要 望 月 日 要   望   先 幹 事 市 

１０月２４日 衆・参両議院総務委員会 さ い た ま 市 
 
 

ウ 税財政関係特別委員による要望（党派別要望） 

要 望 月 日 要   望   先 担 当 市 

１１月１４日 民 主 党 千 葉 市 

１１月１４日 日 本 共 産 党 京 都 市 

１１月１５日 み ん な の 党 さ い た ま 市 

１１月１５日 公 明 党 大 阪 市 

１１月１６日 自 由 民 主 党 横 浜 市 

１１月２１日 た ち あ が れ 日 本 堺 市 

１１月２４日 社 会 民 主 党 福 岡 市 
 

網かけ は本委員会委員による要望が行われたもの 
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(2) 「青本」による要望の主な成果 
 

ア 地方交付税の改革等 
 

要望内容 

地方交付税総額については、地方の財政需要や地方税などの収入を的確に見込む

ことで、必要額を確保すること。 
国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方財源不足額の解消は、

臨時財政対策債の発行等による負担の先送りではなく、地方交付税の法定率引上げ

によって対応すること。 
地方交付税の算定にあたっては、大都市特有の財政需要を的確に反映させるとと

もに予見可能性の確保に努めること。 
 
成果 

平成 24 年度の地方財政計画において、地域主権改革に沿った財源の充実を図るた

めに、既定の加算とは「別枠」の加算（１兆 500 億円）の維持や繰越金（4,608 億

円）、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金（3,500 億円）の活用等によ

り、地方交付税総額が前年度から約 800 億円増額され、約 17.5 兆円が確保されまし

た。 
また、一般財源総額を確保した上で臨時財政対策債の縮減が図られ、24 年度は約

6.1 兆円となりました。 
 
 
 
 

イ その他、一定の前進が図られたもの 

(ｱ) 地域自主戦略交付金（一括交付金）について 
・平成 24 年度については、都道府県分の対象事業を拡大するとともに、指定

都市に対して導入されました。 
・規模は、総額で 6,754 億円（23 年度：5,120 億円）であり、うち指定都市 

総額は 1,239 億円とされました。 
 

(ｲ) 租税特別措置の整理合理化について 
平成 24 年度税制改正により、固定資産税の一部の軽減措置について、その

割合を国が一律に定めるのではなく、地方団体が自主的に決定できる「地域決

定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）」が導入されました。 
 

 

【参考資料】 

参考資料：平成 24 年度大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望 
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－ 9－

都市的財政需要（全国平均との比較） 

（指定都市÷全国） 

（倍） 

注 全国と指定都市（平成 21 年度時点）の比較

（倍） 

21.83
13.83

1.28
1.37

2.62

1.99

15.64
9.66

1.68
1.34

2.01

0.85

0.407

0.377

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

人口1人当たり

ごみ総排出量（t/人）

人口1万人当たり

ホームレス人数（人）

人口100人当たり

犯罪認知件数（件数）

道路線密度　　

（道路実延長km/　　

可住地面積k㎡）　　

人口1万人当たり

保育所入所待機児童数

（人）

合計特殊出生率　　

生活保護保護率　　

（‰）　　

139.5
115.8

77.4
53.8

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

人口1人当たり土木費（千円）

人口1人当たり民生費（千円）

指定都市 

全国 

都市の課題（全国平均との比較）

注 各種統計より作成

◎環境問題や 

安全・安心に関わる問題

◎都市基盤更新経費や

少子高齢化問題 

（指定都市÷全国） 

指定都市 

全国 

1.08 倍

1.25 倍

1.62 倍

1.32 倍

0.93 倍

1.58 倍

1.44 倍

1.20 倍

2.36 倍
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－ 10 －

27.1%

30.7%

20.2%

22.9%

20.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業系
ごみ搬入量

年間商品販売額

事業所数

従業者数

人口

注 各種統計より作成 

（平成２３年度） 

法人所得課税の配分割合（実効税率）

国税 

73.5% 

国税 

80.9% 

道府県税 

10.4% 道府県税 

22.7% 

市町村税 

8.7% 市町村税 

3.8% 

注 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。

消費・流通課税の配分割合 

活発な消費流通活動及び法人の事業活動（指定都市の全国シェア） 

注  実効税率は、法人事業税及び

地方法人特別税が損金算入さ

れることを調整した後の税率で

ある。 

都市的税目の配分割合が 

極めて低い！

指定都市は全国の人口

の約２割が集中してお

り、年間商品販売額も全

国の約３割を占めるな

ど、消費流通活動及び法

人の事業活動が活発！
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－ 16 －

普通建設事業費と国直轄事業負担金の伸びの比較（普通会計ベース）

20.0
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60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

6 8 10 12 14 16 18 20

1

2

3

4

5

6

7

（平成６年度：100）

普通建設事業費

国直轄事業負担金

普通建設事業費に占める
国直轄事業負担金の割合

（％）（指数）

（年度） 
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－ 21 －

国税 

73.5% 

17 兆 9,032 億円 

道府県税 

22.7% 

5 兆 5,217 億円 

市町村税 

3.8% 

9,311 億円 

11-08-345_本文.indd   2111-08-345_本文.indd   21 2011/09/01   17:52:512011/09/01   17:52:51



－ 22 －

注 決算額による数値である。 

23.5 26.7 25.5 26.6 28.6 27.5 26.7

10.3

18.8 17.0 18.5
19.8 19.2 18.6

66.2
54.5 57.5 54.9 51.6 53.3 54.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

国税

道府県税

市町村税

市町村の配分割合は、税

源移譲（平成 19 年度実

施）後も大きく増加して

いない。 

注 １ 平成 17 年度から平成 21 年度までは決算額、平成 22 年度及び平成

23 年度は国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。

２ 平成 18 年度については、「所得譲与税」を含んでいる。 

個人所得課税の配分割合 

法人市民税
9.9%

その他
7.2%

都市計画税
8.0%

固定資産税
39.9%

個人市民税
35.0%

個人市民税は、市税収

入において大きな割

合を占める基幹税目

である。 

指定都市における市税収入に占める個人市民税の割合（平成 21 年度） 
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－ 23 －

77.36

47.26

42.79

12.20

0 10 20 30 40 50 60 70 80

商工費

土木費

指定都市

一般市

千円

12,395

26,309

93,577

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 億円

市町村

道府県

国

国税 

80.9% 

道府県税 

10.4% 

市町村税 

8.7%

法人所得課税の配分割合（実効税率） 

注 実効税率は、法人事業税及び地方法人特別税が損金算入

されることを調整した後の税率である。 

法人需要への対応と都市インフラの整備・維持（１人当たり歳出額） 

産業の集積とこれに

伴い人口が集積する

指定都市では、一般市

に比べて商工費・土木

費の歳出が高水準！

法人所得課税の収入額（平成 23 年度） 

法人所得課税の市町村への配分割合は極めて低い！

注 １ 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

２ 国は法人税と地方法人特別税の合計、道府県は法人事業税と道

府県民税法人税割の合計による数値である。 

注 平成 21 年度市町村別決算状況調 
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－ 24 －

9,532 9,238 8,764 8,445 8,083 7,797 7,607 7,572 7,558 7,716

7,843 8,193 8,526
7,988 8,329 8,676 8,052 8,360 8,669 8,649

3,251 3,168 3,118
3,043 2,927 2,865

2,836 2,852 2,863 2,903

20,626 20,599 20,407
19,476 19,338 19,338

18,496 18,784 19,090 19,268

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

億円

償却資産

家屋

土地

指定都市における市税収入に占める固定資産税の割合（平成 21 年度）

注 １ 決算額による数値である。 

２ 評価替え年度は、平成 12、15、18、21 年度である。 

注 決算額による数値である。 

指定都市における固定資産税収の推移（平成 12 年度～平成 21 年度） 

都市計画税
8.0%

その他
7.2%

法人市民税
9.9%

個人市民税
35.0%

固定資産税
39.9%

固定資産税は、市税収入

において大きな割合を

占める基幹税目である。
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－ 28 －

政府資金の利率別借入残高の構成比 

（平成 22 年度決算見込額全会計ベース 指定都市合計） 

注 平成 22 年度以降の補償金免除繰

上償還の対象となる地方債は、年

利５％以上の普通会計債及び公

営企業債である。

利率3%以下 

76.0%

利率7%～ 
0.0% 

利率3%～4％ 
8.3% 

利率4%～5％ 
10.8% 

利率5%～6% 
3.6% 

利率6%～7% 
1.3% 
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－ 31 －

5,337台

6.68%

13.83‰

0.85人

15,507台

8.93%

21.83‰

2.01人

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

12時間平均交通量

最低居住水準
未満世帯率

生活保護保護率

ホームレス人数
（人口1万人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

3.1%

20.6%

30.7%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40%

面積

人口 

通勤圏人口

年間商品販売額

0.77床

226.45人

4.07百万円

1.00床

310.80人

4.75百万円

0 0.5 1.0 1.5 2

集中治療室等病床数

(人口1万人当たり)

大学学生数

（院生、聴講生等を含む）

（人口1万人当たり）

一人当たり地域内GDP

（名目値）　

（全国＝１）

全国 指定都市
*各種統計より作成 

*通勤圏人口は 5%通勤圏人口  
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－ 32 －

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

【人口一人当たり歳出額 千円】 

【人口一人当たり歳出額 千円】 

12.20

12.08

10.59

7.63

3.10

42.79

16.78

13.53

11.01

9.78

0 1 2 3 4

商工費

道路橋りょう費

下水道費

区画整理費等

住宅費

(一般市＝１）

一般市

指定都市土

木

費

28.30

38.95

21.67

34.82

39.55

42.82

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

一般市 指定都市

(一般市＝1)

セーフティーネットである 

生活保護にかかる一人当た

りの支出は一般市の約2倍！
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－ 33 －

3.1%

20.6%

21.1%

22.9%

30.7%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40%

面積

人口 

昼間人口

従業員数

通勤圏人口

年間商品販売額

国土面積のわずか 3.1％
に全国の約２割の人口、
約３割の商業活動が集中

*各種統計より作成 

*通勤圏人口は 5%通勤圏人口 
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－ 34 －

【都市圏における中枢性】 

【高次都市機能の集積と産業の高度化･多様化(全国平均との比較)】 

65.75%

0.17回

21.29人

226.45人

0.77床

68.55%

0.45回

35.23人

310.80人

1.00床

0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3

集中治療室等病床数
(人口1万人当たり)

大学学生数
（院生、聴講生等を含む）

（人口1万人当たり）

大学院生数
（人口1万人当たり）

国際コンベンション
開催数

（人口１万人当たり）

三次産業就業者数比率

（全国＝１）

全国 指定都市 *各種統計より作成  

*各種統計調査より作成 

*人口、従業者数は 2009 年度、年間商品販売額は 2007 年度 

31.2%

34.3%

人口  19.8 %

従業者数  26.0 %

43.0%

41.7%

年間商品販売額  58.0%

68.1%

64.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

名古屋市の
中京圏に占める割合

京都市、大阪市、
堺市、神戸市の

近畿圏に占める割合

北九州市、福岡市の
北部九州圏に占める割合

都市圏における高い
経済的シェア 
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－ 35 －

4,0724,0614,0403,9823,9543,9483,9734,083

4,7474,7084,6974,6574,6264,6334,7174,872

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９(千円）

全国 指定都市
一貫して全国よりも
高い水準の一人当た
りＧＤＰで日本経済
に貢献 

*平成 19 年度県民経済計算

【一人当たり地域内ＧＤＰ】
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－ 36 －

【顕在化する都市的課題】 

＜都市的インフラの整備＞ 

＜環境・安全安心＞ 

5,337台

6.68%

15,507台

8.93%

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

12時間平均交通量

最低居住水準

未満世帯率

（全国＝１）

全国

指定都市

1.34件

4.02件

0.025ppm

0.377t

1.68件

4.46件

0.033ppm

0.407t

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

ごみ総排出量

（人口1人当たり）

大気汚染

(窒素化合物)

救急出動回数

（人口100人当たり）

犯罪認知件数

（人口100人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

13.83‰

0.85人

13.77人

1.99人

21.83‰

2.01人

13.93人

2.62人

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

生活保護保護率

ホームレス人数

（人口1万人当たり）

居宅介護サービス受給者数

（身体障害者人口千人当たり）

保育所入所待機児童数

（人口1万人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

多くの社会的課題
が、全国平均よりも
高い水準で顕在化

＜福祉＞

*各種統計より作成

11-08-345_本文.indd   3611-08-345_本文.indd   36 2011/09/01   17:52:582011/09/01   17:52:58



－ 37 －

【法人需要への対応と都市インフラの整備･維持（一人当たり歳出額 千円）】

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

0.04

3.10

7.63

10.59

4.52

3.87

0.59

1.37

12.08

12.20

0.34

9.78

11.01

13.53

6.67

9.31

4.62

1.73

16.78

42.79

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

商工費

道路橋りょう費

河川費

港湾費

街路費

公園費

下水道費

区画整理費等

住宅費

空港費

(一般市＝1）

一般市

指定都市

土
木
費

都
市
計
画
費

商工費・土木費の歳出
は、一般市よりも大幅に
高い水準 
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－ 38 －

【公営企業等に対する繰出金（人口一人当たり）】 

【物価】 

*平成 21 年平均消費者物価地域差指数 

6.53

3.03

3.66

13.59

11.47

29.18

27.79

0.870.72

0.13

43.92

53.06

0

10

20

30

40

50

60

市般一市都定指（千円）

上水道事業会計 交通事業会計 病院事業会計 下水道事業会計 その他

103.7
103.2

103.9

100.1100.4
100.0

99.098.998.7
98.1

97.5
97.1

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

総　　　合

（持家の帰属家賃を除く）

く除を賃家料食

総　　　合
（全国平均=100）

指定都市 市（人口15万以上） 市（人口5万以上15万未満） 市（人口5万未満）・町村

262

545

366

96
131140

0

50
100

150
200

250
300

350

400
450

500
550

600

標準価格

(平均価格）

（住宅地)

標準価格

(平均価格）

（商業地)

標準価格

(平均価格）

（工業地)

（全国平均=100）

指定都市 一般市

都市的集積により圧倒
的に高い地価・物価 

*平成 21 年度都道府県地価調査

【地価】

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

都市の中枢性

に対応する都

市交通の基盤

整備や維持管

理のための高

い財政負担 
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－ 39 －

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

【福祉サービス・公的扶助に対応する支出（一人当たり歳出額 千円）】 

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

0.25

0.06

0.68

0.64

0.11

14.74

1.48

0.55

4.28

2.03

0.18

16.35

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

保健衛生費

結核対策費

保健所費

高等学校費

特殊学校費

大学費

（一般市=1）

一般市 指定都市
保
健
衛
生

教
育

多くの権限移譲に

よる高い歳出水準

【保健衛生、教育への支出（一人当たり歳出額 千円）】 

28.30

38.95

21.67

34.82

39.55

42.82

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

一般市 指定都市

(一般市＝1)

都市的課題に対応

した高い歳出水準 

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費
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－ 40 －

【都市規模に対応した歳出構造（一人当たり歳出額）】 

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

434.0

47.2 48.4 52.6 59.9
74.9

139.5 129.6 114.0 108.9
107.7

34.0

30.8

37.8

77.4

45.4

49.6

40.3

39.7 39.0 42.8

48.016.2

61.1

25.0
36.8

38.5

54.1

27.2
31.1

42.8

8.6
12.5 12.9

12.2

45.9 46.8

22.9

8.8

22.6

39.0

423.2

363.2

347.6

333.3

465.2

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

指定都市 市
（50万以上）

市
（30万以上50万未満）

市
（10万以上30万未満）

市
（10万未満）

(千円）

議会費・総務費　　　　　 民生費　　　　　 衛生費　　　　　 商工費　　　　　

土木費　　　　　 教育費　　　　　 その他　　　　　 公債費

スケールメリットを 

上回る都市的財政需要
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－ 41 －

【都市規模に対応した歳入構造（歳入額の構成比）】 

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

【人口一人当たり起債額】 

*平成 21 年度市町村別決算状況調 

39.1%41.8%35.7%39.9%

29.0%

9.4%8.0%7.8%5.2%10.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

指定都市 市
（50万以上）

市
（30万以上50万未満）

市
（10万以上30万未満）

市
（10万未満）

市民税個人分　　　      市民税法人分 固定資産税 その他地方税

地方交付税 国庫支出金 都道府県支出金 諸収入

その他（地方債を除く） 地方債

17.9

30.0

41.4
48.7

28.0

0

10

20

30

40

50

60

指定都市 市

（50万以上）

市

（30万以上50万未満）

市

（10万以上30万未満）

市

（10万未満）
（千円）

起債依存度の

高い財政運営 
自主的な財政運営に

適さない歳入構造 

歳入全体
に占める
市税収入
の割合は
一般市と
同様の低
水準
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－ 42 －
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－ 43 －

【経常収支比率】 

【実質公債費比率】 

【人口一人当たり地方債現在高】

*平成 21 年度市町村別決算状況調

95.6

86.6

90.9 91.1 91.0

70

75

80

85

90

95

100

指定都市 市

（50万以上）

市

（30万以上50万未満）

市

（10万以上30万未満）

市

（10万未満）

(%)

4.4

13.9
12.7

8.9
10.1

0

5

10

15

指定都市 市

（50万以上）

市

（30万以上50万未満）

市

（10万以上30万未満）

市

（10万未満）
(%)

厳しい 

財政状況 

445.3

681.6

189.3

322.0 332.6

0

200

400

600

800

指定都市 市

（50万以上）

市

（30万以上50万未満）

市

（10万以上30万未満）

市

（10万未満）(千円）
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－ 44 －
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